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自由民主党 AIの進化と実装に関するプロジェクトチーム

AIホワイトペーパー 2024 ステージⅡにおける新戦略
― 世界一AIフレンドリーな国へ ―

生成AIを用いて作成した画像です



ステージⅡにおける新戦略 ー 世界一AIフレンドリーな国へ ー
競争力強化と安全性確保の一体的な推進

AIホワイトペーパー2024の骨格

提言のほとんどは実現、または実施中。
一方で、この一年の世界と日本の動きは、官民問わず他に例をみない速さで進展。

これからの一年も、誰も具体的で正確な予測ができない｢ステージⅡ｣

競争力強化 安全性確保

リスクへの対応

研究開発と利活用 一体の競争力強化

リテラシー向上、人材育成
著作権・知財、個人情報への対応等

国際的な連携・協調、国際整合性

自発的な対応を基本とする多層的なアプローチ（ソ
フトローと必要最小限のハードロー）により、安全・
安心な利用環境とイノベーションを促す環境を整備

急速な環境変化を味方につける柔軟な対応により
競争力を強化し、イノベーションを創出

研究開発力
の強化

AI利活用
の推進

計算資源等のインフラ高度化

好循環による
競争力強化

利便性の高い新技術の研究開発

データの増加、AI関連投資の拡大

安全性の確保が
AI利活用、AI研究開発を促進

安全性を向上させる
新技術

自民党ホワイトペーパー（2023年）： 全ての始まり。日本のAIのビッグバン。

リスクの最小化
利益の最大化

研究開発、利活用を容易に 安心・安全に
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AIホワイトペーパー2024 主な提言

第１章
「ステージⅡ」
に臨む日本

● 行政における更なる利活用を進めるため、機密情報の扱い等を踏まえたガイドラインを新たに策定する
● AIリスクに対して、リスクベースで事業者が環境変化に迅速に対応できるよう、「AI事業者ガイドライン」を速やかに策定・公表するとと
もに、これを広く周知徹底して、各組織によるAIの適切な利活用を促進する

● データのAI開発への活用に向け、政府等保有データの提供スキームの構築や、民間データの活用事例の共有、開発に有用なデータの新
たな整備等を実施する

● 自動車・ロボット・材料開発など日本の強みを活かせる分野や、医療・金融・農業など安全保障上も重要な分野において、AIの開
発・利活用をしっかり進められるよう、データの収集・整備・更新とAIの開発・利活用の相乗的な取組を、官民で実施する

● 自由民主党における議論・提言を踏まえつつ、政府は、AIスタートアップを対象とした支援プログラムを取りまとめる
● AI for Scienceを含む最先端のAIに係る競争力の飛躍的な強化のため、政府は、国立研究機関等のデータ基盤を整備する
● 世界一AIフレンドリーな国となるためのデータセンター等のインフラを確保できるよう、政府は、金融面等での政策的支援を行い、必要な民
間投資を促す

● 「AI橋渡しクラウド（ABCI）」の拡充・高度化や、AI性能も備えた「富岳」の次世代の整備に着手する

● AI事業者ガイドライン等に基づき事業者等が自発的・継続的にリスクを評価し、低減を図ることを日本のAIガバナン
スの基本とする

● 当PTのWG有志による「責任あるAI推進基本法（仮称）」の考え方等を踏まえ、政府は、極めて大きなリスクがあるAIモデルに対し、
必要最小限の法的枠組みを整備する

● 生成AIを利用した偽・誤情報等について、制度面も含む総合的な対策を今夏を目途にとりまとめる
● 選挙への負の影響に適切に対処するため、関係事業者は、ミュンヘン・アコードと同様の取組を日本国内でも実施する
● AIの安全性確保に向けた国際的な協調を図るため、日本のAISIと諸外国のAISI等のハイレベルのネットワークを構築する
● AISIは、AIの安全性評価に関する我が国の結節点としての役割を担う

第２章
AIを活用した
日本の競争力
強化のための
戦略：

急速な環境  
変化を味方に
つける柔軟な

対応

第３章
安全性確保
のための戦略

● 「世界一AIフレンドリーな国」、すなわち、世界で最もAIに理解があり、AIの研究開発・実装がしやすい国を実現する
● AIによる国民のリスクを最小化しつつ、利益を最大化する
● 競争力強化と安全性確保を一体的に推進する
● 日本は、広島AIプロセスの実績をベースに、安心・安全で信頼性のあるAIに関する国際的なルールメーキングを引き続き主導
する

● アジア諸国やグローバルサウスとの協調関係を強化するとともに、AIの国際共同研究や利活用促進についても、世界の中
で強いリーダーシップを発揮する

ステージⅡの戦略
-世界一AIフレンド
リーな国へ-

利活用の促進

研究開発力の強化

インフラの高度化

適切なガバナンス

生成AIを利用した
偽・誤情報対策

AIの安全性確保に
向けた更なる取組

● 著作権などの知的財産権については、政府はこれらの権利を尊重しつつ、AI時代に即した対応を行い、適切なAI利活用を促進
する

著作権などの知的
財産との関係 3



計算資源と学習用データの全体像

計算資源の全体像

学習用データの全体像

クラウドサービス用
データストレージ、Webサービス等

計算用
科学技術計算、シミュレーション等

大規模計算インフラ

ディープラーニング用
学習用

（AI開発時）
推論用

（AI利用時）

クラウドサーバ スーパーコンピュータ

CPU
メモリ

ストレージ

CPU
メモリ

ストレージ

GPU
メモリ (HBM)
ストレージ

CPU/GPU
メモリ

ストレージ

一部の企業による寡占的な状態。

日本のデータセンターの量的不足、
送電網不足、建設コストの高さ等の課題あり。
計算基盤と合わせて、通信基盤の高度化が必要。

小型分散化が進む可能性。

重要
機密
等

国・公的機関が
保有するデータ

民間機関・個人が
保有するデータ

オープンな文献
情報（文書、画
像、動画、書籍、
論文の図表、数
値、バイオや材料
のデータ）

ウェブサイト上
の文書、画像、
動画等

分野別のAI学習に用いられる可能性があるデータ
一般に公表されない組織内で使用するAIなど

AI学習に用いられる個人情報を含まないデータ
一般に公表される可能性があるAI

機械判読可能なデータ
紙媒体のOCR等によるテキスト化等

あらゆるデータ
機械判読できない、形式
が整っていないなど学習に
適さないもの

個人データ
組織内データ
会員制サイトの
データ等

（例）
診療情報
顧客情報
研究情報
商品情報
等...

（出典）産業技術総合研究所の資料を基に作成 4



国：一定の規模・目的のAI基盤モデル開発者を「特定AI基盤モデル開発
者」に指定する
論点
 「基盤モデル」の「開発者」を規制の対象とする必要性・許容性の整理
 「規模」「目的」を何を指標にして評価・区分するか（例：パラメータ数、汎用目的か否か）

 指定は一方的に行うか、まず届出をさせるか。一方的に行う場合、指定のための調査権限を国に認める
か

 届出すべきであるのに届出しない事業者に制裁するか
 適用の地理的範囲（日本で提供されるサービスに「利用」されるモデルに限定するか。）

民間：届出義務を課す場合は、対象となる事業者は届出を行う

国：事業者に以下の項目を含む体制整備に関する義務を課す
 特にリスクの高い領域におけるAIについては自社・外部による安全性検証（Red team test等）を行う
 リスク情報を企業・政府間で共有する
 未公表の重み付けを守るサイバーセキュリティへの投資
 第三者による脆弱性等の検出と報告
 生成AIの利用を利用者に通知する仕組みの採用
 AIの能力、限界等の公表
 AIがもたらす社会的リスクの研究推進

国：官民におけるAIの利活用を推進し、社会課題の解決を目指す
施策例：AIの技術革新を推進する官民パートナーシップの構築・強化

国：AI人材の育成・誘致と研究開発力の強化
施策例：AIの研究開発のための助成金・補助金等交付

国：先進的AIの安全性に関する研究機関の機能強化
施策例：今般創設されたAISIの機能強化

立法趣旨：生成AIを含むAIの利活用により基本的人権をはじめとする国民の権利利益が侵害されるリスクを最小化しつつ、AIによるイノベーションを含
むAIの健全な発展による利益を最大化するため、安全、安心で信頼できる責任あるAIの設計、開発及び導入並びに人間を中心としたAIの利用を可能
とするような、開かれた環境の整備を促進する。

国：特定AI基盤モデル開発者に、定期的に③の義務の遵守状況を国
または第三者機関（例：AISI）に報告する義務を課す
論点
 国への報告にとどまらず対外的な開示まで求めるか

国及び民間：国は報告内容に基づき特定AI基盤モデル開発者のモニ

タリングレビューを行う。国は民間等の利害関係者の意見を聴取する
ことができる

国：国は評価の結果を公表するとともに、一定の場合には是正を特定
AI基盤モデル開発者に求める

国：特定AI基盤モデル開発者が義務を遵守していない場合やインシデ
ントが発生した場合等に報告徴求や立入検査をできる

国：義務・命令違反に対して課徴金・刑罰を科す

民間：認証等の取消・一時停止等

責任あるAI推進基本法（仮）の骨子

民間：各事業者又は業界団体が上記の義務内容を具体化する規格や
行動規範を制定・公表する
論点
 EU AI Actの整合規格のように民間にAIの品質担保のための規格策定を委ねるか
 利害関係者を含めた議論に基づく具体的な行動規範の制定の要否（例：EUデジタルサービス法では、

欧州委員会が利害関係者を招請して行動規範を策定している）
 民間機関による認証制度等を設けるべきか

①責任あるAI利活用の促進

②特定AI基盤モデル開発者の指定

③特定AI基盤モデル開発者の体制整備義務

③特定AI基盤モデル開発者の体制整備義務（続）

④義務遵守状況の報告義務と監督

⑤罰則等

立法趣旨

自民党AIの進化と実装に関するPT
有志WG（2024年2月16日 資料
から抜粋）
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